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Ｑ＆Ａ
Ｑ１）定昇無し・ベアのみでも良いのか？

Ｑ２）基本給の改定でなく、固定手当の改定だけでも良いのか？

Ｑ３）今までベアと定昇の区別なく昇給してきたが？

Ｑ４）給料表が無い場合や年俸制の場合はどうすれば良いのか？

Ｑ５）ベアの「跳ね返り」部分（例えば時間外給）に対する「評価」はどうなるのか？

Ｑ６）職員はすでに賃上げに「既得感」を持っている（どう説明すればいいのか？）

Ｑ７）人事評価に応じた昇給は「ベア」ではなく「定昇」か？

Ｑ８）今から具体的にどういう手順で進めればいいのか？
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１ 医療従事者の賃上げの概要について
（１）全体の概要➀
○ 昨今の食材料費、光熱費をはじめとする物価高騰の状況、30 年ぶりの高水準となる賃上げの状況などと

いった経済社会情勢は、医療分野におけるサービス提供や人材確保にも大きな影響を与えています。
○ こうした中、令和６年度診療報酬改定では、医療従事者の人材確保や賃上げに向けた取組として、特例

的な対応を行います。

物価高に負けない「賃上げ」の実現！

1

２

物価高に負けない「賃上げ」の実現を目指し、令和６年度診療報酬改定では、
病院、診療所、歯科診療所、訪問看護ステーションに勤務する看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職種の賃上げの
ための特例的な対応として、＋０．６１％の改定

40歳未満の勤務医師・勤務歯科医師・薬局の勤務薬剤師、事務職員、歯科技工所等で従事する者の賃上げに資する措置として、
+  ０ ． ２８ ％ 程度の改定 を行い、医療従事者の賃上げに必要な診療報酬を創設します。

また、令和６年度にベア＋２.５％、令和７年度にベア＋２.０％の実現に向け、

① 医療機関等の過去の実績

② 今般の報酬改定による上乗せの活用

③ 賃上げ促進税制の活用

や、税制措置も活用しながら、令和6年度ベア＋2.5％、令和７年度ベア＋2.0％の目標へのご協力をお願いします。 3

を組み合わせることにより、達成を目指していくことになります。
なお、今回の賃上げの状況については、賃金引上げに係る計画書、賃金引上げの実施状況の報告書の提出（毎年）、抽出調査など
により報告していただく予定です。（P11参照）

ベースアップ評価料の算定要件は、当該評価料による収入を原則、全額ベア等に充てることです。その上で、さらに今般の報酬措置以外の収入
3



１ 医療従事者の賃上げの概要について
（１）全体の概要②

【イメージ】【基本的な方針】

対象職員の
賃金総額

対象職員の
賃金総額

定期昇給分

報酬措置
（②）

報酬措置以外
の収入・税制
（①・③）

■次の①～③を組み合わせた賃上げ対応

① 医療機関や事業所の過去の実績を
ベースにしつつ、更に

② 今般の報酬改定による上乗せの活用

③ 賃上げ促進税制の活用

■ 令和６年度に＋２.５％、令和７年度に
＋２.０％のベースアップを実施し、定期
昇給なども合わせて、昨年を超える賃上
げの実現を目指す。

その他

R６：＋2.5％
R７：＋2.0％

令和６・７年度令和５年度

基本給等

令和６年度報酬
改定による措置

https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/001210984.pdf



１ 医療従事者の賃上げの概要について
（２）対象職種
○ 今般の診療報酬改定における賃上げの対象となる職種については、それぞれ以下のとおりです。

1
病院、診療所、歯科診療所、訪問看護ステーションに勤務する看護職員、病院薬剤師その他の医療関
係職種の賃上げのための特例的な対応として、＋０．６１％の改定

【対象職種】
薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、看護補助者、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士、
義肢装具士、歯科衛生士、歯科技工士、歯科業務補助者、診療放射線技師、診療エックス線技師、臨床検査技師、
衛生検査技師、臨床工学技士、管理栄養士、栄養士、精神保健福祉士、社会福祉士、介護福祉士、保育士、救急救
命士、あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゆう師、柔道整復師、公認心理師、診療情報管理士、医師事務作業補

助者、その他医療に従事する職員（医師及び歯科医師を除く。）

２

40歳未満の勤務医師・勤務歯科医師・薬局の勤務薬剤師、事務職員、歯科技工所等で従事する者の賃上
げに資する措置として、+ ０．２８％の改定

【対象職種（想定）】
40歳未満の勤務医師・勤務歯科医師・薬局の勤務薬剤師、
事務職員、歯科技工所等で従事する者 等



１ 医療従事者の賃上げの概要について
（３）創設される診療報酬について
○ 令和６年度の診療報酬改定では、「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、（Ⅱ）」、「入院ベースアッ

プ評価料」といった診療報酬を創設します。
○ また、初再診料等や入院基本料等についても、職員の賃上げを実施すること等も踏まえた引上げを行いま

す。
○ さらに、今回創設される診療報酬（既存の看護職員処遇改善評価料含む）による賃上げについては、賃上

げ促進税制における税額控除の対象となります。

外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）
・初再診料等と合わせて算定可能

初診時 ６点
再診時 ２点
訪問診療時 28点
（同一建物居住者は７点）

病院と医科診療所の例

外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）
・初再診料等と合わせて算定可能

初診又は訪問診療時 ８点～64点
再診時 １点～８点

※ 評価料（Ⅰ）だけでは、賃上げが不十
分となる診療所（無床）のみ算定可能

入院ベースアップ評価料
・入院基本料等と合わせて算定可能

１～165点

初
再
診
料
等
や

病院・診療所（有床） 入
院
基
本
料
等
の
引
上
げ

＋０．２８％程度分
評価料による賃上げも
賃上げ促進税制の税額控除対象に！＋０．６１％分

診療所（無床）



１ 医療従事者の賃上げの概要について
（４）賃上げを考える前に －ベースアップとは－
○ 賃上げに係る診療報酬においては、賞与や法定福利費等の事業主負担分を含めた「給与総額」をもとにし

た点数設計としています。
〇 医療機関等においては、この報酬分をベースアップ（基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げ）

に充てていただくこととなります。
〇 また、ベースアップには、連動して引きあがる賞与分※や事業主負担の増額分も含まれます。
※ 業績に連動して引き上がる賞与については対象外です。

ベースアップの考え方

１級 ２級 ３級 ４級
1 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円

○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円

○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円

○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円

5 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円 ○○○,○○○円

職務の級
号俸

１級 ２級 ３級 ４級
1 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円

2 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円

3 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円

4 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円

5 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円 ●●●,●●●円

●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円6○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円6
●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円7○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円7
●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円8○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円8
●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円9○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円9
●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円●●●,●●●円10○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円○○○,○○○円10

号俸
職務の級

賃金表内での職員の2給
与の変動は、定期昇3給
に該当し、ベアには4該
当しません。 改定

賃金表がない医療機関の場合は、給与規程や雇用契約に定める基本給等について、引上げを行
います。

なお、基本給等とは、決まって毎月支払われる給与や手当のことを指し､例えば、年俸制で１
年に１回定められる額の１月当たり分もこれに該当します。

賃金表がない場合 給与規程

賃金表に記載の額そ
のものを引き上げる
ことがベースアップ
です。

7

「ベースアップ（ベア）」とは、賃金表の改定等により賃金水準を引き上げることをいいます。

7



１ 医療従事者の賃上げの概要について
（５）ベースアップ評価料の算定額の配分パターン

令和７年度

（パターン１）
令和６年度にまとめて引き上げを行う配分方法

令和６年度 令和６年度令和７年度

165万

65万

（パターン２）
２年間で段階的に引き上げを行う配分方法

230万円－165万円＝65万円を
次年度に繰り越し可能。
※  繰り越しせずに他職種などの

賃金引き上げに充てることも可能。

230万円

65万円

○ 医療機関等においては、令和６年度と令和７年度の２年間の賃金引き上げについて計画します。
○ そのなかでベースアップ評価料（改定率＋０．６１％分）については、対象職種の給与総額の２．３％相

当となるように設定されており、令和６年度と７年度の２年とも同じ点数設計です。
○ したがって、この点数を算定した場合の賃上げへの配分方法について、以下の２つのパターンが考えられます

が、いずれの場合も算定額を全て賃金の引き上げに充てることが重要です。

【例：令和５年度の給与総額が１億円であった場合】
（２年間のベースアップ評価料の算定額の見込み）

繰り越し

１億円×２．３％×２年間＝４６０万円
（賃金の引き上げに充てる額）

２３０万円 ２３０万円

令和６年度からの繰り越し分

２３０万円

円

令和6年度の賃金引き上げに充て
円 る診療報酬分を165万円とする

ベースアップ評価料の算定額の見込みについては、あくまで目安であり、保険医療機関ごとの状況や実際の算定回数に応じて、変動 8が生じ得ます。 8



R5年度 R６年度 R７年度 R８年度

２月 ３月 ４月～ ６月～ ９月～ 12月～ 3月 4月～ ６月 ～８月 ９月～ 12月～ ３月 ～５月 ～８月

賃上げセミナー

計画・交渉・改定

賃金改善
実施期間

施設基準上の
届出・変更

施設基準上の
報告（予定）

１ 医療従事者の賃上げの概要について
（６）具体的なスケジュール
○ 賃上げのスケジュールのイメージは以下のとおりです。
○ 医療機関等においては、賃金引き上げの計画の作成→計画に基づく労使交渉等→計画に基づく給与規程の

改正→施設基準の届出及び期中の区分変更の届出→賃上げ状況の報告（令和6年度・令和７年度）を実施し
ていくこととなります。

賃上げに係る診療報酬の
算定開始月は６月だが、
4月・5月の賃上げにも

充当可

R８年度R７年度R６年度R5年度

～８月～５月３月12月～９月～～８月６月4月～3月12月～９月～６月～４月～３月２月

●
本日

賃上げセミナー
2段階の引き上げを

行う場合

計画・交渉・改定

賃金改善
実施期間

度分R７年分R６年度●
RR66改改定定

施行
賃上げに係る診療報酬の
算定開始月は６月だが、
4月・5月の賃上げにも

充当可

●●●●●●●●施設基準上の
届出・変更

10
賃上げ状況の

報告
9



ベースアップ評価料計算支援ツール
令和６年２月15日版

本ツールでは、次の３ステップでベースアップ評価料を活用した医療従事者の賃上げ計算
を支援します。

Step２ ベースアップ評価料の算定見込みの計算

Step１ 対象職員の給与総額の計算

Step３ 医療従事者の賃上げ見込みの計算

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html 10



対象職員の給与総額給与対象月
20,000,000円2023年3月
20,000,000円2023年4月
20,000,000円2023年5月
40,000,000円2023年6月
20,000,000円2023年7月
20,000,000円2023年8月
20,000,000円2023年9月
20,000,000円2023年10月
20,000,000円2023年11月
40,000,000円2023年12月
20,000,000円2024年1月
20,000,000円2024年2月

23,333,333円

算定開始予定日

2024年6月1日

○ まずは、対象職員の給与総額を計算しましょう。
2024年６月１日から算定を開始する場合、2023年3月～2024年2月に実際に支払っ

た給与総額を入力してください。

１月当たり給与総額

Step１ 対象職員の給与総額の計算

11



訪問診療料
（同一建物）

訪問診療料
（同一建物以外）

再診料等初診料等算定月

80回40回3,000回1,000回2023年12月
80回40回3,000回1,000回2024年1月
80回40回3,000回1,000回2024年2月

80回40回3,000回1,000回１月当たり算定回数

歯科訪問診療料
（同一建物）

歯科訪問診療料
（同一建物以外）

歯科再診料等歯科初診料等算定月

2023年12月
2024年1月
2024年2月

0回0回0回0回１月当たり算定回数

算定開始予定日

2024年6月1日

○ 次に、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定見込みの計算を行います。
○ 2024年６月１日から算定を開始する場合、2023年12月～2024年2月に算定した初診
料等の算定回数を入力してください。

Step２ ベースアップ評価料の算定見込みの計算
①外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）【病院・診療所共通】

12



①該当する区分を選択ください。 病院・有床診療所
無床診療所

②外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）による賃金増率等

※  主として保険診療等から収入を得る保険医療機関ではない場合（主に自由診療を実施する保険医療機関など）は、対象外となります。

※  対象職員（常勤換算）数が2.0人未満の診療所は、対象外となります（ただし、特定地域に所在する場合は対象となります。）。
※  外来・在宅ベースアップ評価料Ⅱの区分については、該当する区分より低い区分を選択することも可能です。

1.2
-

１月当たり給与総額
１月当たり算定金額

賃金増率

区分の元となる数値
算定区分
算定点数 初診・訪問診療時 - 再診時 -

○ 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）による算定見込みだけでは、賃金増率が1.2%に
満たない診療所については、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）を算定することができ
ます。

23,333,333円
136,800円

0.58%

算定不可
③入院ベースアップ評価料へ進んでください。

Step２ ベースアップ評価料の算定見込みの計算
②外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）【無床診療所のみ】

外来・ 在宅ベースアップ評価料Ⅱ の算定可否

外来・ 在宅ベースアップ評価料Ⅱ の区分

13



延べ入院患者数対象月

10,000人2023年12月
10,000人2024年1月
10,000人2024年2月

①該当する区分を選択ください。 病院・有床診療所
無床診療所

②外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）による賃金増率等
１月当たり給与総額
１月当たり算定金額

賃金増率
算定可否

区分の元となる数値
算定区分
算定点数算定可能

23,333,333円
136,800円

0.58%
3.9

入院ベースアップ評価料4 
4点

2024年6月1日
一月当たり

延べ入院患者数 10,000人

算定開始予定日

○ 病院・有床診療所については、入院ベースアップ評価料を算定できます。
○ 2024年６月１日から算定を開始する場合、2023年12月～2024年2月における延べ入
院患者数を入力してください。

Step２ ベースアップ評価料の算定見込みの計算
③入院ベースアップ評価料【病院・有床診療所のみ】

入 院 ベ ー ス ア ッ プ 評 価 料 の 区 分

入 院 ベ ー ス ア ッ プ 評 価 料 の 算 定 可 否

14



外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）による１月当たり収入
（無床診療所のみ）

入院ベースアップ評価料による１月当たり収入
（病院・有床診療所のみ）

23,333,333円１月当たり給与総額

136,800円

0円

400,000円

外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）による１月当たり収入

○ 最後に、医療従事者の賃上げ見込みの計算を行います。
○ 「ベースアップ評価料による１月当たり収入合計」等について、確認してください。

6,441,600円

ベースアップ評価料による１月当たり収入合計 536,800円

ベースアップ評価料による１年度当たり収入合計

Step３ 医療従事者の賃上げ見込みの計算

賃 上 げ 見 込 み の 計 算

15



https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/001237675.pdf

16



17



18



19



20



Ｑ＆Ａ（再掲）
Ｑ１）定昇無し・ベアのみでも良いのか？

Ｑ２）基本給の改定でなく、固定手当の改定だけでも良いのか？

Ｑ３）今までベアと定昇の区別なく昇給してきたが？

Ｑ４）給料表が無い場合や年俸制の場合はどうすれば良いのか？

Ｑ５）ベアの「跳ね返り」部分（例えば時間外給）に対する「評価」はどうなるのか？

Ｑ６）職員はすでに賃上げに「既得感」を持っている（どう説明すればいいのか？）

Ｑ７）人事評価に応じた昇給は「ベア」ではなく「定昇」か？

Ｑ８）今から具体的にどういう手順で進めればいいのか？

21



1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

氏名 支給年月 採用年月日 退職年月日
基本給（月給

者）
基本給（時給

者）
主任・管理職

手当
資格手当 扶養手当 住居手当

ベースアップ
等加算（手当）

総支給金額
健保＋介護
計算額

厚生年金保険
料徴収額

雇用保険料
徴収額

202403 19900401 337,200 0 0 0 0 15,000 377,463 20,466 32,940 2,265

202403 19900401 341,300 10,000 0 10,500 0 19,000 422,801 23,308 37,515 2,537

202403 19900401 327,600 15,000 7,000 34,000 0 19,000 451,750 26,719 43,005 2,710

202403 19900401 373,000 70,000 3,000 13,000 0 17,000 480,100 26,719 43,005 2,881

202403 19910401 289,350 0 4,000 0 0 19,000 358,680 20,466 32,940 2,152

202403 19910401 351,750 10,000 0 0 0 15,000 446,598 23,308 37,515 2,680

202403 19941101 299,450 10,000 4,000 21,000 0 19,000 411,460 23,308 37,515 2,469

参考）あるクリニックの「賃金台帳」の一部

職種・資
格区分な
どの属性
も…

賞与額も…
事業主負担分も…

対
象
者
は
？

給与規程も
…退職者や

新採者の
扱い

支給月で
なく対象
月 就業条件通

知書も…
22

児童手当拠出金
や退職金共済制
度掛け金も



診療報酬全体でみると大きなマイナス改定であり、賃上げどころではない。【開業医】
ベースアップ評価料自体には賛成するが、他の減算が大きすぎる。【開業医】
コロナ禍で医療関係者はすべからく燃え尽きていると言っても過言ではない。全体の診療報酬も上げず、
小手先のベースアップ評価など焼石の水にもならない。【開業医】
明細に「ベースアップ評価料」と記載されることに患者からクレームが出るのは必至。しばらくすれば、
この評価料は廃止になるのでは。【開業医】
https://www.m3.com/news/iryoishin/1193216?dcf_doctor=false&portalId=mailmag&mmp=MT240
227&mc.l=1016298853&eml=bc46181ea6e74f24ecf523bc35c301a4

23

ベースアップ評価料は算定するしかないと思っていますが、それによって何が変わるのかはよくわか
りません。
これまでの介護職や看護師の処遇改善手当も医療費が増えた以外は何の変化もないように思われます。
賃金問題は目の前の課題ではありますが、医療全体の中長期的なデザインがほとんど議論されていま
せんので、良いとも悪いとも…。



様式95、賃金改善計画書
様式98 賃金改善実績報告書

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kinki/r6-t95-98.pdf

24
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　　なお、定期昇給とは、毎年一定の時期を定めて、組織内の昇給制度に従って行われる昇給のことをいい、ベア等実施分と

　　明確に区別できる場合にのみ記載すること。

※　「⑫うちその他分」については、賃金改善実施期間において、定期昇給やベア等によらない、一時金による賃金改善額と

　　なること。

○　以下、基本給等総額、給与総額についてはそれぞれ１ヶ月当たりの額を記載してください。

Ⅳ．対象職員（全体）の基本給等（基本給又は決まって毎月支払われる手当）に係る事項

⑬対象職員の常勤換算数（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 人

⑭賃金改善する前の対象職員の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

⑮賃金改善した後の対象職員の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

⑯基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（⑮－⑭） 円

⑰うち定期昇給相当分 円

⑱うちベア等実施分 円

⑲ベア等による賃金増率（⑱÷⑭） ％

Ⅴ．看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）の基本給等に係る事項

⑳看護職員等の常勤換算数（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 人

㉑賃金改善する前の看護職員等の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

㉒賃金改善した後の看護職員等の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

㉓基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（㉒－㉑） 円

㉔うち定期昇給相当分 円

㉕うちベア等実施分 円

㉖ベア等による賃金増率（㉕÷㉑） ％

Ⅵ．薬剤師の基本給等に係る事項

㉗薬剤師の常勤換算数（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 人

㉘賃金改善する前の薬剤師の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

㉙賃金改善した後の薬剤師の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

㉚基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（㉙－㉘） 円

㉛うち定期昇給相当分 円

㉜うちベア等実施分 円

㉝ベア等による賃金増率（㉜÷㉘） ％

Ⅶ．看護補助者の基本給等に係る事項

㉞看護補助者の常勤換算数（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 人

㉟賃金改善する前の看護補助者の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

㊱賃金改善した後の看護補助者の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

㊲基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（㊱－㉟） 円

㊳うち定期昇給相当分 円

㊴うちベア等実施分 円

㊵ベア等による賃金増率（㊴÷㉟） ％

㊶歯科衛生士の常勤換算数（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 人

㊷賃金改善する前の歯科衛生士の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

㊸賃金改善した後の歯科衛生士の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

㊹基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（㊸－㊷） 円

㊺うち定期昇給相当分 円

㊻うちベア等実施分 円

㊼ベア等による賃金増率（㊻÷㊷） ％

Ⅸ．その他の対象職種の基本給等に係る事項

㊽その他の対象職種の常勤換算数（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 人

㊾賃金改善する前のその他の対象職種の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

㊿賃金改善した後のその他の対象職種の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

　基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（㊿－㊾） 円

　うち定期昇給相当分 円

　うちベア等実施分 円

0

#DIV/0!

0

#DIV/0!

Ⅷ．歯科衛生士の基本給等に係る事項（歯科診療を主とする病院、歯科大学付属病院、歯学部がある大学病院の場合に記入）

#DIV/0!

0

#DIV/0!

#DIV/0!

0

0

051

52

53

26
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28
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以下略

Ⅵ．薬剤師の基本給等に係る事項

㉚薬剤師の常勤換算数（賃金改善実施期間（①）の開始月時点） 人

㉛賃金改善する前の薬剤師の基本給等総額（賃金改善実施期間（①）の開始月時点） 円

㉜賃金改善した後の薬剤師の基本給等総額（賃金改善実施期間（①）の開始月時点） 円

㉝基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（⑮－⑭） 円

㉞うち定期昇給相当分 円

㉟うちベア等実施分 円

㊱ベア等による賃金増率（㉟÷㉛） ％

Ⅶ．看護補助者の基本給等に係る事項

㊲看護補助者の常勤換算数（賃金改善実施期間（①）の開始月時点） 人

㊳賃金改善する前の看護補助者の基本給等総額（賃金改善実施期間（①）の開始月時点） 円

㊴賃金改善した後の看護補助者の基本給等総額（賃金改善実施期間（①）の開始月時点） 円

㊵基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（㊴－㊳） 円

㊶うち定期昇給相当分 円

㊷うちベア等実施分 円

㊸ベア等による賃金増率（㊷÷㊳） ％

㊹歯科衛生士の常勤換算数（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 人

㊺賃金改善する前の歯科衛生士の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 円

㊻賃金改善した後の歯科衛生士の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 円

㊼基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（㊻－㊺） 円

㊽うち定期昇給相当分 円

㊾うちベア等実施分 円

㊿ベア等による賃金増率（㊾÷㊺） ％

Ⅸ．その他の対象職種の基本給等に係る事項

　その他の対象職種の常勤換算数（賃金改善実施期間（①）の開始月時点） 人

　賃金改善する前のその他の対象職種の基本給等総額（賃金改善実施期間（①）の開始月時点） 円

　賃金改善した後のその他の対象職種の基本給等総額（賃金改善実施期間（①）の開始月時点） 円

　基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（　－　） 円

　うち定期昇給相当分 円

　うちベア等実施分 円

　ベア等による賃金増率（　÷　） ％

0.0

0.0

0

0

#DIV/0!

#DIV/0!

0.0

0

0

#DIV/0!

Ⅷ．歯科衛生士の基本給等に係る事項（歯科診療を主とする病院、歯科大学付属病院、歯学部がある大学病院の場合に記入）

0

0

#DIV/0!

0.0

0

0

51

52

53

54 5253

55

56

57 56 52
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【ベースアップ評価料対象外職種について】

Ⅹ．40歳未満の勤務医師、勤務歯科医師の基本給等に係る事項

　40歳未満の勤務医師等の常勤換算数（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 人

　賃金改善する前の40歳未満の勤務医師等の給与総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

　　うち賃金改善する前の40歳未満の勤務医師等の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

　賃金改善した後の40歳未満の勤務医師等の給与総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

　　うち賃金改善した後の40歳未満の勤務医師等の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

　給与総額に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（　－　） 円

　基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（　－　） 円

　うち定期昇給相当分 円

　うちベア等実施分 円

　ベア等による賃金増率（　÷　） ％

Ⅺ．事務職員の基本給等に係る事項

　事務職員の常勤換算数（賃金改善実施期間（②）の開始月時点） 人

　賃金改善する前の事務職員の給与総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

　　うち賃金改善する前の事務職員の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

　賃金改善した後の事務職員の給与総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

　　うち賃金改善した後の事務職員の基本給等総額（賃金改善実施期間（②）の開始月） 円

　給与総額に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（　－　） 円

　基本給等に係る賃金改善の見込み額（１ヶ月分）（　－　） 円

　うち定期昇給相当分 円

　うちベア等実施分 円

　ベア等による賃金増率（　÷　） ％

本報告書の記載内容に虚偽が無いことを証明するとともに、記載内容を証明する資料を適切に保管
していることを誓約します。

令和 年 月 日 開設者名：

【記載上の注意】

0.0

0

0

0

0

0

0

#DIV/0!

１　本報告書において、「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）等」とは、「外来・在宅ベースアップ評
　価料（Ⅰ）」及び「歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）」のことをいう。
２　本報告書において、「ベースアップ評価料」とは、「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）」、「歯
　科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）」及び「入院ベースアップ評価料」のことをいう。
３　「対象職員の常勤換算数」は、当該時点における対象職員の人数を常勤換算で記載するこ
　と。常勤の職員の常勤換算数は１とする。常勤でない職員の常勤換算数は、「当該常勤でない職員の所
　定労働時間」を「当該保険医療機関において定めている常勤職員の所定労働時間」で除して得た数（当
　該常勤でない職員の常勤換算数が１を超える場合は、１とする。

#DIV/0!

0.0

0

0

75

76

68

77

58

59

60

61

62

63

64

61 59

62 60

65

66

67 66 60

69

70

71

72

73

74

71 69

72 70

7076
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【参考】給料表の作り方

① まず、能力・職位等級表を作って、職員の職種ごとの設計上の等級区分（能力・職位区分）を明らかに
して下さい。
② 次に、職種ごとの等級区分ごとに必要な実務経験年数の設計上の下限年数・標準年数・上限年数を決め
て下さい。そうすると職種ごとの等級区分ごとの滞留年数（直近上位の等級区分に昇格するために必要な
経験年数）の下限年数・標準年数・上限年数が決まります（下表には標準滞留年数のみ記載）

職位
標準滞
留年数

職位
標準滞
留年数

職位
標準滞
留年数

職位
標準滞
留年数

職位
標準滞
留年数

医師 医療技術職 看護職

職位・能力定義（概略）

看護補助職等事務職

１０年

主任～
員

１０年

部レベルの組織におけるマネジメント機能の発揮または相当の専門性の発揮

科（課）レベルの組織におけるマネジメント機能の発揮または相当の専門性の発揮

方針的な指示に基づいて指導力を発揮しながら業務を遂行する。

包括的な指示に基づいて判断力を発揮しながら業務を遂行する。

具体的な指示に基づいて正確・迅速・丁寧に業務を遂行する。1 研修医 ５年
技術職
（Ⅰ）

５年

ー

2 医員 ５年
技術職
（Ⅱ）

５年
看護職
（Ⅱ）

５年
事務職
（Ⅱ）

５年

１０年 主任 １０年 １０年 ～長

看護職
（Ⅰ）

５年
事務職
（Ⅰ）

５年 ～員

能
力
等
級

3
主任医

員
５年 主任

１０年課長１０年

5職
位
等
級

部長 ５年 部長 ５年

主任

等級

4 医長 ５年 科長 １０年

部長 ５年 部長 ５年

師長
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【参考】給料表の作り方

③ 次に、職種ごとの等級区分ごとに、基本給の設計上の下限額と上限額を決めて下さい。そうすると、職
種ごとの等級区分ごとの最低号給と最高号給が決まります。

職位
標準滞
留年数

職位
標準滞
留年数

職位
標準滞
留年数

職位
標準滞
留年数

職位
標準滞
留年数

上限 980,000 上限 437,500 上限 437,500 上限 437,500

下限 830,000 下限 347,500 下限 347,500 下限 347,500

上限 830,000 上限 377,500 上限 377,500 上限 377,500

下限 680,000 下限 287,500 下限 287,500 下限 287,500

上限 680,000 上限 313,000 上限 313,000 上限 313,000 上限 243,500

下限 530,000 下限 236,500 下限 236,500 下限 236,500 下限 212,000

上限 530,000 上限 248,500 上限 248,500 上限 248,500 上限 222,500

下限 425,000 下限 212,500 下限 212,500 下限 212,500 下限 191,000

上限 425,000 上限 223,750 上限 223,750 上限 223,750 上限 201,500

下限 350,000 下限 190,000 下限 190,000 下限 190,000 下限 170,000

給料の上限と下
限

給料の上限と下
限

給料の上限と下
限

医師 医療技術職 看護職 看護補助職等事務職

給料の上限と下
限

給料の上限と下
限

１０年

主任～
員

１０年

1 研修医 ５年
技術職
（Ⅰ）

５年

ー

2 医員 ５年
技術職
（Ⅱ）

５年
看護職
（Ⅱ）

５年
事務職
（Ⅱ）

５年

１０年 主任 １０年 １０年 ～長

看護職
（Ⅰ）

５年
事務職
（Ⅰ）

５年 ～員

能
力
等
級

3
主任医

員
５年 主任

１０年課長１０年

5職
位
等
級

部長 ５年 部長 ５年

主任

等級

4 医長 ５年 科長 １０年

部長 ５年 部長 ５年

師長
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【参考】給料表の作り方

④ 次に、上記③の上限額と下限額の差額を上記②の滞留年数の標準年数の概ね３倍で割って下さい。そう
すると、職種ごとの等級区分ごとの１号あたりの昇給額（ピッチ）の平均額が決まります（もっと細かい
ピッチにして昇給額を調整したい場合は上記③の上限額と下限額の差額をもっと大きな数で割って下さい、
下記は「医療技術・看護・事務」の例です。）
技術・看護・事務

号数 １級 ピッチ ２級 ピッチ ３級 ピッチ ４級 ピッチ ５級 ピッチ
1 190,000 212,500 236,500 287,500 347,500
2 191,500 1,500 214,100 1,600 238,200 1,700 289,500 2,000 349,500 2,000
3 193,000 1,500 215,700 1,600 239,900 1,700 291,500 2,000 351,500 2,000
~
17 213,250 750 237,300 800 263,700 1,700 319,500 2,000 379,500 2,000
18 214,000 750 238,100 800 265,400 1,700 321,500 2,000 381,500 2,000
19 214,750 750 238,900 800 267,100 1,700 323,500 2,000 383,500 2,000
~
30 223,000 750 247,700 800 285,800 1,700 345,500 2,000 405,500 2,000
31 287,500 1,700 347,500 2,000 407,500 2,000
32 288,350 850 348,500 1,000 408,500 1,000
33 289,200 850 349,500 1,000 409,500 1,000
34 290,050 850 350,500 1,000 410,500 1,000
上限 223,750 750 248,500 800 313,000 850 377,500 1,000 437,500 1,000

技・看・事（Ⅰ） 技・看・事（Ⅰ） 主任 科・師・課長 部長

34



【参考】給料表の作り方

⑤ 最後に、職種ごとの等級区分ごとの昇給曲線（Ｓ字カーブ）をイメージしながら、上記④のピッチを手
調整して下さい。
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技術・看護・事務

号数 １級 ピッチ ２級 ピッチ ３級 ピッチ ４級 ピッチ ５級 ピッチ
1 190,000 212,500 236,500 287,500 347,500
2 191,500 1,500 214,100 1,600 238,200 1,700 289,500 2,000 349,500 2,000
3 193,000 1,500 215,700 1,600 239,900 1,700 291,500 2,000 351,500 2,000
4 194,500 1,500 217,300 1,600 241,600 1,700 293,500 2,000 353,500 2,000
5 196,000 1,500 218,900 1,600 243,300 1,700 295,500 2,000 355,500 2,000
6 197,500 1,500 220,500 1,600 245,000 1,700 297,500 2,000 357,500 2,000
7 199,000 1,500 222,100 1,600 246,700 1,700 299,500 2,000 359,500 2,000
8 200,500 1,500 223,700 1,600 248,400 1,700 301,500 2,000 361,500 2,000
9 202,000 1,500 225,300 1,600 250,100 1,700 303,500 2,000 363,500 2,000
10 203,500 1,500 226,900 1,600 251,800 1,700 305,500 2,000 365,500 2,000
11 205,000 1,500 228,500 1,600 253,500 1,700 307,500 2,000 367,500 2,000
12 206,500 1,500 230,100 1,600 255,200 1,700 309,500 2,000 369,500 2,000
13 208,000 1,500 231,700 1,600 256,900 1,700 311,500 2,000 371,500 2,000
14 209,500 1,500 233,300 1,600 258,600 1,700 313,500 2,000 373,500 2,000
15 211,000 1,500 234,900 1,600 260,300 1,700 315,500 2,000 375,500 2,000
16 212,500 1,500 236,500 1,600 262,000 1,700 317,500 2,000 377,500 2,000
17 213,250 750 237,300 800 263,700 1,700 319,500 2,000 379,500 2,000
18 214,000 750 238,100 800 265,400 1,700 321,500 2,000 381,500 2,000
19 214,750 750 238,900 800 267,100 1,700 323,500 2,000 383,500 2,000
20 215,500 750 239,700 800 268,800 1,700 325,500 2,000 385,500 2,000

技・看・事（Ⅰ） 技・看・事（Ⅰ） 主任 科・師・課長 部長

【参考】給料表（医療技術・看護・事務 １／３）
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技術・看護・事務

21 216,250 750 240,500 800 270,500 1,700 327,500 2,000 387,500 2,000
22 217,000 750 241,300 800 272,200 1,700 329,500 2,000 389,500 2,000
23 217,750 750 242,100 800 273,900 1,700 331,500 2,000 391,500 2,000
24 218,500 750 242,900 800 275,600 1,700 333,500 2,000 393,500 2,000
25 219,250 750 243,700 800 277,300 1,700 335,500 2,000 395,500 2,000
26 220,000 750 244,500 800 279,000 1,700 337,500 2,000 397,500 2,000
27 220,750 750 245,300 800 280,700 1,700 339,500 2,000 399,500 2,000
28 221,500 750 246,100 800 282,400 1,700 341,500 2,000 401,500 2,000
29 222,250 750 246,900 800 284,100 1,700 343,500 2,000 403,500 2,000
30 223,000 750 247,700 800 285,800 1,700 345,500 2,000 405,500 2,000
31 287,500 1,700 347,500 2,000 407,500 2,000
32 288,350 850 348,500 1,000 408,500 1,000
33 289,200 850 349,500 1,000 409,500 1,000
34 290,050 850 350,500 1,000 410,500 1,000
35 290,900 850 351,500 1,000 411,500 1,000
36 291,750 850 352,500 1,000 412,500 1,000
37 292,600 850 353,500 1,000 413,500 1,000
38 293,450 850 354,500 1,000 414,500 1,000
39 294,300 850 355,500 1,000 415,500 1,000
40 295,150 850 356,500 1,000 416,500 1,000

技・看・事（Ⅰ） 技・看・事（Ⅰ） 主任 科・師・課長 部長

【参考】給料表（医療技術・看護・事務 ２／３）
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技術・看護・事務

41 296,000 850 357,500 1,000 417,500 1,000
42 296,850 850 358,500 1,000 418,500 1,000
43 297,700 850 359,500 1,000 419,500 1,000
44 298,550 850 360,500 1,000 420,500 1,000
45 299,400 850 361,500 1,000 421,500 1,000
46 300,250 850 362,500 1,000 422,500 1,000
47 301,100 850 363,500 1,000 423,500 1,000
48 301,950 850 364,500 1,000 424,500 1,000
49 302,800 850 365,500 1,000 425,500 1,000
50 303,650 850 366,500 1,000 426,500 1,000
51 304,500 850 367,500 1,000 427,500 1,000
52 305,350 850 368,500 1,000 428,500 1,000
53 306,200 850 369,500 1,000 429,500 1,000
54 307,050 850 370,500 1,000 430,500 1,000
55 307,900 850 371,500 1,000 431,500 1,000
56 308,750 850 372,500 1,000 432,500 1,000
57 309,600 850 373,500 1,000 433,500 1,000
58 310,450 850 374,500 1,000 434,500 1,000
59 311,300 850 375,500 1,000 435,500 1,000
60 312,150 850 376,500 1,000 436,500 1,000

上限 223,750 750 248,500 800 313,000 850 377,500 1,000 437,500 1,000

技・看・事（Ⅰ） 技・看・事（Ⅰ） 主任 科・師・課長 部長

【参考】給料表（医療技術・看護・事務 ３／３）
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対象 基本報酬 
固定

手当 
変動

手当 
時間外給 賞 与 

管理

職群 
組織管理を通じた事業貢

献度に対して支払う。 支給すべき

事由に応じ

支給すべき

者に支払う 

対象外 組織業績と各

個人の貢献度

に応じて支払

う。 

専門

職群 
専門性の発揮を通じた事

業貢献度に対して支払う。 
遂行

職群 
職能の発揮および職務の

遂行に対して支払う。 
時間外労働

に払う。 
 

【参考】給与制度のつくり方
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賞 与

【参考】給与制度のつくり方
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評語 分布のめやす（分布制限率） 昇給号数 

Ｓ 
２割 

標準＋２号 

Ａ 標準＋１号 

Ｂ ６割 標準 

Ｃ 
２割 

標準－１～２号 

Ｄ 標準－２～３号または昇給無し 

 

昇任・昇格区分 人事評価要件の例 その他の昇任・昇格要件 

５級職⇒６級職 ２年間でＡ－Ａ以上 現等級での滞留５年以上 

組織上の必要性 

昇任試験等 

４級職⇒５級職 ２年間でＡ－Ａ以上 

３級職⇒４級職 ２年間でＡ－Ａ以上 

２級職⇒３級職 ２年間でＢ－Ａ以上 現等級での滞留５年以上＋所属長推薦 

１級職⇒２級職 ２年間でＢ－Ｂ以上 現等級での滞留３年以上＋所属長推薦 

 

【参考】給与制度のつくり方
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（賞与の業績係数の設定例：年額） 

経常利益 
事業業績係数 

個人業績係数 
１～３級 ４～６級 

～円以上 ４．０ ６．０ Ｓ＝１．２ 
Ａ＝１．１ 
Ｂ＝１．０ 
Ｃ＝０．９ 
Ｄ＝０．８ 

～円以上～円未満 ３．５ ５．０ 
～円以上～円未満 ３．０ ４．０ 
～円以上～円未満 ２．５ ３．０ 

～円未満 ２．０ ２．０ 
 （注）「標準」を１～３級は年間３か月、４～６級は年間４か月と設定しました。 

 

【参考】給与制度のつくり方

42



43


